
一 第2章 利用者ニーズの変化

第2章 利用者ニーズの変化

生活環境や人々の意識の変化、個人の価値観の多様化等 によ り、社会的変化が起 こってきてい

る。 また、デジタル技術 をは じめ情報通信の技術進歩が 目覚 ましく、情報通信 に対す る利用者ニ

ーズ も変化 して きている
。 ここではまず、近年における様々な社会的変化か ら情報通信 に対する

利用者ニーズの変化 を導 き出 した。

また、各種の技術進歩を背景 とし、 こうした社会的変化 に対応 した情報通信 に対す る利用者ニ

ーズを7つ の カテゴ リー に集約 した
。

本章で は、 さらに、各カテゴリーにおいて先進的な情報通信サービスの実験事例や実用化事例

を紹介する。

第1節 社会的変化

近年わが国に生 じてきている様々な社会的変化 について、各種の統計資料等を基 に整理 し、そ

こか ら導 き出される情報通信に対す る利用者ニーズの変化 について紹介す る。

1余 暇時間の拡大 ・充実

統計 資料 によると、総実労働時間が減少するに伴って余暇時間が増加す る傾向にあることが分

かる(第3-2-1-1図 ・3-2-1-2図 、3-2-1-3表 参照)。今後 は、さ らに余暇時

間 を拡大 す るための労働時間短縮 に対す るニーズ、通勤時間 ・通勤の混雑 に対す る不満解消のニ

ーズが高 まることが予想 される(第3-2-1-4表 参照)
。
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第1節 社会的変化一

第3-2-1-1図 年間総労働時間及び 月間 出勤 日数の推移
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第3-2-1-2図 週休2日 制の企業数及 び適 用労働 者数の割合
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「賃金労働時間制度等総台調 査」(労 働省)に よ り作成

(注)週 休2日 制 とは、月1回 、月2回 、隔週、月3回 、完全の合計で あ る。
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騨 ・'第2草 利 用者 ニ ー ズの 変 化

第3-2-1-3表 男女別 の生 活時間(週 全体)

男 女
昭和56年 3年 昭和56年 3年

1次 活動

睡眠

身の回 りの用事

食事

2次 活動

通勤 ・通学

仕事

学業

家事

介護 ・看護

育児

買い物

3次 活動

移動
テ レビ ・ラジオ ・新聞 ・雑誌

休養 ・くつろぎ

学習 ・研究

趣味 ・娯楽
スポーツ

社会的活動

交際 ・付 き合い

受診 ・療養

その他

時 間.分

10.44

8.06

0.50

1.48

7.43

0.50

6.04

0.35

*0
.08

二

〇.06

5.33

0.ユ3

2.14

1.17

0.13

0.36

0.14

0.02

0.26

0.07

0.10

時 間 。 分

10.19

7.50

0.56

!.33

7.33

0.47

5.46

0.36

0.ll

O.01

0.03

0.09

6.08

0.2ユ

2.28

1.20

0.13

0.40

0.14

0.05

0.31

0.08

0.09

時 間.分

10.44

7.48

1.03

1.52

8.01

0.23

3.11

0.28
*3

.23

二

〇.36

5.!5

0.ユ1

2.12

1.20

0.ll

O.30

0.06

0.02

0.22

0.09

0.1!

時 間.分

10.30

7.34

1.15

1.41

7.46

0.25

2.59

0.30

2.52

0.05

0.22

0.33

5.44

0.22

2.18

1.23

0.ll

O.31

0.08

0.05

0.27

0.10

0.11

「1991年 社 会生活基本調査
」(総 務月)に よ り作成

(注)*は 介護 ・看護、育児を含む

第3-2-1-4表 通勤状況への不満 とその理 由

(単位:%)
不満であ る(複 数 回答)

通勤時間が長い 通勤が混雑する
全体

30分 未満

30分 ～1時 間未満

ユ時間～1時 間30分 未 満

1時 間30分 ～2時 間未満

2時 問以上

70.8

21.4

56.8

84.9

9ユ.2

90.5

49.8

0.0

6.9

52.6

88.2

87.5

85.5

73.3

88.9

88.3

81.7

50.0
「大都市勤労渚 の通勤問題の解消ノ

J策等に関する調査」((財)国 民生活研究協会〉により徹

謝



第1節 社会的変化

(1)余 暇 活動 の 充 実

余暇 市場 の伸 び、 日本 人 の余 暇 意 識 等 の 資 料 か ら、 余暇 を充 実 させ有 効 に利 用 した い とい うニ

ーズが高 まっ て い る と考 え られ る(第3-2一 ユー5表 、3-2-1-6図 参 照)。

第3-2-1-5表 余 暇 市 場

(単位:億 円)

年度 2年 3年 4年 5年
ス ポ ー ツ部 門 52,360 57,570 60,630 61,360
趣味 ・創作部門 105,360 106,!30 105,920 107,970

娯楽部門 424,420 459,010 480,750 484,240
観光 ・行楽部 門 120,!54 125,806 121,210 ll5,800

余暇市場 702,294 748,516 768,510 769,370
「レジヤー白書」((財)斜 段開発センター〉により作成

第3-2-1-6図
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仕事と余暇のどちらを重視するか
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噺
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(1)仕 事 よりも余暇の中に生 きがいを求める

② 仕事は要領 よ くかたづけて、で きるだけ余暇を楽 しむ

(3)仕 事 に も余暇 に も同 じぐらい力を入れる

(4)余 暇 も時には楽 しむが、仕事の方に力を注 ぐ

(5)仕 事 に生 きがいを求めて全力を傾ける

(6)無 同答

「レシャー臼蕎」((財)余 暇開発センター)に より作成

(2)労 働時間の短縮

「生活大 国5か 年計画 地球社会 との共存 をめざ して一一一」(4年6月)の 中 において
、労働

時間の短縮が最 重要課題の1つ として、計画期 間 中(4年 度 ～8年 度)に 年 間総労働時間 を1,800

時間にす るこ とが 目標 とされ、 そのための取組が進め られている。

統計資料によ り、年間総実労働時間、出勤 日数の推移、週休2日 制の普 及状 況 をみ る と労働時

間の短縮が顕著 にみ られ るところである(第3-2-1-1図 、3-2-1-2図 参照)。 さ らな

る労働時間短縮 のた めには完全週休2日 制 の普 及、 年次有給休暇の取得促進等を図 るとともに、
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一 第2章 利用者ニーズの変化

企業活動において一層の効率化が必要であるが、その一環 として、弾力的 な勤務時間制度を導入

す る企業が増加 している(第3-2-1-7表 参照)。

また、通勤時間 に対 して不満 を持っている勤労者 も多 く、通勤時間 ・通勤混雑の緩和 に対する

対策が必要であ る(第3-2-1-4表 参照)。

第3-2-1-7表 変形労働 時間制採 用の有無 ・種類別企業数割合

(単位:%)

区分 合計
(複数回答) 変形労働時間制を

採用 していない企業
変形労働時間制を

採用 している企業 うち1カ 月単位の

変形労働時間制

うち フレックス

タイム制

うち3カ 月単位の

変形労働時間制

昭和63年 100.0 7.0 6.0 0.8 0.1 93.0

元年 100.0 9.8 8.4 1.2 0.3 90.2

2年 !00.0 13.2 10.7 2.2 0.6 86.8

3年 100.0 18.1 14.8 2.7 1.0 81.9

4年 100.0 27.7 23.3 3.5 1.5 723

「賃金労働時間制度等総合調査」(労働省)に より作成

(注)1.全 部または一部の労働一者{二変形労働時間制を適用している企業数の割合である。

2.変 形労働時間制の種類は主な形態のみである。

2情 報発信の多元化

(1)メ デ ィアの多元化

地上系 ・衛星系放送事業者数、ケーブル テレビ事業者数が年 々増加 し、 それに伴 い、テレビジ

ョン放送のチャンネル数 も増加 している(資料2-1、 第3-2-1-8表 参照)。 また、書籍や

雑誌等 の新刊点数 も増加傾向にある(第3-2-1-9図 参照)。 この ような傾 向 は今後 も続 くも

の と考 えられる。

(2)情 報の個性化

書籍 ・雑誌等 の発行部数は増加 しているが、一方、1点 、1誌 あた りの発行部数 は低下傾向に

あ る(第3-2-1-10図 参照)。 これ は、書籍 ・雑誌等 の内容が、少数の読者や特定地域の読者

を対象 とした ものになっているか らと考 えられ、情報 に対するきめ細かいニーズがあるものと考

えられる。
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第1節 社会的変化 鞭 雌

第3-2-1-8表 ケーブルテレビ放送施設(都 市型施設)の 事業者数及び施設数

郵政省資料により作成

第3-2-1-9図 書籍 ・雑 誌の発行部数の推移
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第3-2-1-10図 書籍1点 、雑誌1誌 あた りの発行部数
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第2章 利用者ニー ズの変化

(3)個 人か らの情報発信

主要パ ソコン通信ネ ット局の会員数の増加が著 しい(第3-2-1-11図 参 照)・ この うち・電

子掲示板 や電子会議 などに情報 を書 き込み、自ら情報発信を行っている会員 も少な くない(第3

_2_1-12表 参照)。最近 で は、インターネ ッ トを利用 して海外 に対 して情報発信を行 う例 もみ

られ、今後は個人による情報発信がさらに増加す ることが予想 される。

第3-2-1-11図 主要パ ソ コン通信 ネ ッ ト局の会員数の推移

(千人)

1[-

il口唄
___齢

(年.月)
「平成6年 度全国パ ソコンネット局実態調血((財 〉ニュー メデ ィア開発協会〉 により作成

(注)数 値は主要パ ソコン通イ諜 者4社 の合計

第3-2-1-12表 電 子掲示版や電 子会 議の利用状 況

(単位 ●%)

割合

よ く書 き込 んでい る

ときどき書 き込んでいる

ほとんど書 き込んだことがない
一度 も書 き込んだことがない

以前は書 き込んでいたが、今はあまり書 き込んでいない

よく書 き込んでいる

ときどき書 き込んでいる

ほとん ど書き込んだことがない
一度 も書 き込んだことがない

以前は書 き込んでいたが、今はあまり書 き込んでいない

4.l

l6.2

19.7

46.5

12.7

14.2

24.9

13.9

37.2

9.7

「パ ソコン通信ユーザー実態調査」((財)ニ ュー メデ ィア開発協会)に より作成

(注)無 回答 を除 く

細



第1節 社会的変化 ・…

3人 々の活動範囲の拡大

近年、各種交通機関の輸送人員が拡大 し、 自動車の保有台数が増加す るなど、人々の移動が活

発化していることが うかが える(第3-2-1-13図 、3-2-1-14表 参照)。 それに伴 い、移

動 しなが ら情報通信 を活用 したい というニーズが高 まってお り、携帯 ・自動車電話、無線呼出 し

等移動通信の契約数や新幹線の車内公衆電話の通話件数が増加 している(第3-2-1-15図 、

3-2-1-16図 参照)。

第3-2-1-13図 保有 自動車数の推移
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「運輸 白書」(運 輸省)に より作成

4

1+保 有 自動車数

5(年 度)

第3-2-1-14表 国内旅客輸送量の推移

(単 位:億 人 、 億 人 キ ロ)

元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

輸送人員 輸送人キロ 輸送人員 輸送人キロ 輸送人員 輸送人キロ 輸送人員 輸送人キロ 輸送人員 輸送人キロ
総輸送量
鉄道

JR
民鉄
自動車
バス

乗用車
軽自動車
貨物自動車
航空

旅客船

772.6

212.1

79.8

132.3

558.3

85.7

336.0

100.7

35.8

0.60

16

12,670.4

3,688.2

2,226.7

1,461.5

8,451.2

1,091.3

5,352.7

1,235.0

772.2

471.4

596

779.3

219.4

83.6

135.8

557.7

85.6

340.7

96.9

34.5

0.65

16

12,984.4

3,874.8

2,376.6

1,498.2

8,530.6

1,103.7

5,524.l

l,156.2

746.6

516.2

62.8

803.5

225.6

86.8

138.8

575.6

85.8

348.8

106.9

34.0

0.69

1.6

13,309.6

4,000.8

2,470.3

1,530.5

8,693.4

1,082.1

5,648.6

1,208.4

754.3

553.5

62.0

817.6

226.9

88.2

138.8

588.4

84.4

357.3

112.9

33.8

0.70

1.6

13,533.2

4,022.6

2,496.1

1,526.5

8,882.8

1,066.4

5,803.O

l,256.0

757.5

566.8

61.0

822.7

227.6

89.l

l38.5

592.8

82.2

360.5

117.5

32.6

0.70

1.6

13,557.8

4,027.3

2,500.2

1,527.1

8,898.7

1,029.1

5,831.6

1,291.5

746.5

571.2

60.6

「運輸臼書」(運 輸省)に よ り作成
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・■髄 第2章 利用者ニー ズの変化

第3-2-1-15図 携帯 ・自動車電話 、無線呼 出 しの契約数の推移

9,Q膠縮)
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7,000,000
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3,000,000

2,000,000

1,000,000

Q

+携 帯 自動車電話の契約数

笹線呼出しの契約数

元2

郵政省資料により作成

3 4 5(年 度)

第3-2-1-16図 新幹線 の車内電 話通信 数

4盟 牛)
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20、0

15.O

lO,0

5.0

0.0

63年 元 年2年

画

3年4年5年(年 度)

NTT資 料により作成

4高 齢 者雇用 ・女性の社会進 出の高 まり

(1)高 齢者への就 業機 会の提供

「高年齢者就業実態調査」(労 働省)に よる と、4年 にお ける55歳 以上 の高齢 者 の就業率 は昭和

63年 に比べ増加 してお り、就業 意欲の高 まりをみ ることがで きる(第3-2-1-17表 参照)。 し

か し、就業意欲 のあ る高齢者 に対す る就業機会が十分用意されているとは必ず しも言 えない。就

業 を希望 しなが ら就業で きない者の中には、 「健康上の理由」を挙げている者が少な くない(第3

-2-1-18表 参照)。
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第1節 社会的変化噸

第3-2-1-17表 高 齢 者 の就 業率

(単 位:%)

区 分 計 55歳156歳157歳158歳159歳 60歳161歳162歳163歳164歳 65歳}66歳167歳[68歳169歳

男

子

昭和63年 73.8 92,790,288.2861848 ・_一 思_

888

一70,47Q2-7昼9.5ζ Σ5.一豆 〔迄.1一 一一

679

一59二257,-254.9一 昼4.54さ.6

54.5

4年 76.6 一一94.5--94三 旦 一92二旦一一91.一Ω.-9ユ.旦
92.9

76.675473,169,263.6
-一_L-__一 一 一一 一一一 一

71.6

61,261,156.958353.7 -」 一 一 一一 一 「一一 一 一 一一 一 一 一

58.6

女

子

昭和63年 41.4 59,452,450,347,748.0 41.63§ 」8 -42..蔓 一鐙.538,9

39.7

一aa.330.旦 睾7.2-27.登 一2皇5

28.9518

4年 43.7 62.359858.3513489
,_.一 、_ヱ ■___一_二 二二_一一 一_◎_

56.1

43,940,539,637,537.0
■ 一}一 　「 一 一一一一一 一 一 一 一 一

39.8
一35二5--32.-5鍾.1鐙.6-30」-2

32.1

「平成4年 高一年齢者就業実態一調査」(労 低IJ省)に よ り作成

(注)昭 和63年 、4年 の一ド段の数値は、 それぞれ55歳 ～59歳 、60歳 ～64歳 、65歳 ～69歳 の数値であ る。

第3-2-1-18表 就業希望 者の仕事 に就 けない理 由

(単 位:%/

区 分 男 子 女 子
計 55～59歳 60～64歳 65～69歳 計 55～59歳 60～64歳 65～69歳

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

適当な仕事が見つからない

今までの技能、経験が生かせない
から

労働時間が希望と合わないから

賃金、報酬が希望と合わないから
通勤時間が希望と合わないから

そ の 他

健康上の理由(病気、けがなど)
家庭の事情(家事をしているなど)
そ の 他

43.2

(100.0>

(54.9)

(10.1)
(15.8>

(4.6)

(14.6)
44.9

6.4
5.5

35.3

(100.0)
(55.1)

(6.5)

(17.6>

(1.2)

(19.6)
56.8
2.4

5.5

50.9

(100.0)

(53.6)

(ll.1)

(17.6)

(6.1)
(11.6)

37.4
6.2

5.4

36.3

(100.0)

(57.2)

(10.0)

(11.5)

(3.3)
(18.0)

49.5
8.5

5.7

21.5

(100.0)

(32,0)

(19.7)

(13.7)

(6.8)
(27.8)

31.2
42.8
4.4

25.7

(100.0>

(30.6)

(22.7)

(14.7)
(5.0)

(26.9)
27.3

41.7
5.3

22.7

(100.0)

(34.4)

(16.4)
(15.3)

(7.1)

(26.7)
28.8

44.0
4.4

14.5
(100.0)

(29.6)

(19.7)

(7.9)

(10.3)
(32,6)
39.4

42.8
3.3

「平成4年 高年齢者就業実態調査」(労働省)に より作成

(注)就 業希望者 とは就業していない者のうち就業を希望する者をいう。

(2)女 性の社会進出の高 ま り

「就業構造基 本調査」(総 務庁)に よ る と、近年、女性 の社会進 出が著 しい(第3-2-1-19

図参照)。男女共同参 画社会 の形成 に向 けて、女性が社会進 出 しやすい環境 をつ くるためには、育

児休業等の取得機会の増加、育児等の理由で退職 した女性の再雇用、在宅における就労等の様 々

な就業形態 を充実させ る必要がある。 また、家庭 と職場の両方をサポー トする環境の整備に対す

る労働者のニーズが高 まっているもの と考 えられる。

5少 子 ・高齢化の進展

「老年人 口 ・高齢化率」(総 務庁 「国勢調査」、厚 生省 「日本の将来推計人口」)等 による と、我

が国 にお いては、 出生数が減少する一方、平均寿命の伸びが著 しく、高齢化が進行 している(第

3-2-1-20図 参照)。
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第2章 利用者 ニー ズの変化

第3-2-1-19図 男女別有業者の割合

0%209b40%60%80%100%

日召手目31勾一

日召月…U34イi

口召手ll37ゴギ

ロ召手II40無

B召不[143fド

日召府146イi

日召利49fl

日召禾[52イ書.

日召利54脅

臼召不[57向 一

日召利62砲

4イ1

(年)

「就 業 構 造 基 本 調 査 」(総 務 庁)に よ り作 成

第3-2-1-20図 老年人 ロ ・高齢化率の推移
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「国勢調査」(総 務庁) 、 「日本の将来推計 入口」(厚 生省)、 「厚4r]書 」(厚 生省)に より作成

生活の充実を図 るためには自由時間をいかに有効 に使 うかであるが、特 に就業 していない高齢

者に とっては重要である。公民館等 を利用 した高齢者対象の各種の講座数 ・受講者数は ともに増

加 してお り、生涯学習 に対す るニー ズの高 さを示 している(第3-2-!-21表 参照)。 また、

「高齢者の 日常生活 に関す る調査結果報 告書」(6年9月 総務庁)に よ る と、高齢者 の約8割 がテ

レビを日常生活 の楽 しみ としている(第3-2-1-22表 参照)。

362



第1節 社会ll勺変化

第3-2-1-21表 教育委員会 と公民館 における高齢者対象の学級 ・講座の状況

区分 昭和59年 度 5年 度 伸び率(%)

受講者数 1,798千 人 2,060千 人 14.6

学
級
・

講
座
数

計

教養 ・情操

体育 ・レクリエーション

家庭生活 ・職業生活

市民意識 ・社会連帯

その他

24,631講 座

14,381

4,056

1,950

2,637

1,607

29,839講 座

17,383

5,108

2,378

3,207

1,763

21.1

20.9

25.9

21.9

21.6

9.7

「我が国の文教施策」(文 部省)に より作成

第3-2-1-22図 高齢者の 日常生活の楽 しみ

0.Olけ[〕20r[3r)〔,4〔 ヌ05〔,6bけ[〕

テレビ

新 聞・雑誌

旅行

親しい友人との交際

仲間と集まったり、おしゃべりをする

家族 との団 らん

散 歩 ・ウォーキング

孫と遊ぶ

その他 の趣味 ・娯楽

買い物 ・ショツピツング

読書

ラジオ

食事 ・飲 食

カラオケ・民 謡・ダ ンス

スポーツ活動

スポー ツ観戦

宗教 活動 ・信仰

教養学 習等の学 習

社会奉仕 ・ボランティア活動

ビデ オ

ダンス・踊 り

特 にない

ハイキング

楽 器演奏

映 画

その他

1複数回答1

「高齢者の 日常生活に関す る調査」(総 務庁)に よ り作成

一方
、高齢者世帯や一人暮 らしの高齢者 も増加傾向にあ り、「長寿社会 における男女別の意識の

傾向に関す る調査」(元 一年2月 総務庁)に よ る と、高齢者 の老後 の不安 には、寝たきりになった と

きや孤独に対す る不安があ る(第3-2-1-23図 、3-2-1-24表 参照)。 したが って、高齢

者の生活や外出 した くて も外出で きない高齢者 をサポー トす る環境の充実が必要 となる。
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第3-2-1-23図 高齢者世帯数の推移

(千 世 帯)

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

口 夫 婦のみの世帯

口 うち夫婦 とも65歳 以上

55年60年

「国勢調査」(総 務庁)に よ り作成

2年

第3-2-1-24表 老後の生活への不 安

(単位:%)

全体 男 女
30代i40代 50代 60代 30代140代 50代 60代

不安を感 じる(複 数回答) 79.9 83.5;79.0 80.4 72.1 79.6 84.8 79.0 77.8

寝 た きりや、痴呆(ち ほう)症 にな った とき 49.3 50.8 42.3 48.7 42.2 51.8 56.1 46.8 52.3

配偶者に先立たれた後の生活のこと 26.2 28.6 27.0 28.8 28.7 24.6 27.6 23.6 20.9

孤独になること 18.3 22.6 15.0 17.7 14.3 19.2 20.7 17.5 18.4

趣 味 ・仕事 のこ と 3.2 6.5 3.7 3.7 2.5 2.4 2.1 3.2 2.1

友 人 ・仲 間 との付 き合い のこ と 3.5 5.2 1.5 5.5 3.7 3.3 2.8 2.5 4.2

経済的なこと 29.5 34.3 36.7 30.3 16.4 36.1 33.1 25.5 19.2

その他 1.3 1.6 0.4 0.4 0.8 1.2 2.1 2.2 0.8

不安はない 20.1 16.5121.0 19.6 27.9 20.4 15.2 21.0 22.2

「長寿社会における男女別の意識の傾向に関する調査」(総務庁)により作成

6大 都市への過度の集 中

東京への一極集中が叫ばれて久 しいが、東京に限 らず大都市へ人 ・企業 ・情報 ・文化等が集中

している。他方、地方、特 に過疎地域、離島、半島、山村等条件不利地域 において、人口減少、

高齢化が急速に進行 している。 こうした大都市への過度の集中を解消 し、都市に集中 した各機能

を国一ヒ全域 に適度に配置 し、各地域が有機的 に機能するような国土の均衡 ある発展が求 められて

いる。

企業が東京 に本社をお くメリッ トをみ ると「業界 ・他社1青報 を得やす い」 「市場 ・顧 客情報を得

やすい」「関係官庁 との接触 ・情報入手に便利」といった情報 入手 に関する理由が多 くなっている
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第1節 社会的変化 購 唖

(第3-2-1-25表 参 照)。 したが っ て、都 市間 や地 方 間、 都 市 と地 方間 の情 報格 差 是 正が 必 要

であ る。

第3-2-1-25表 東 京 に本 社 を お くメ リッ ト

(単位:%)
業 界 ・他社情報 を得やすい 48.6

市場 ・顧客情報を得やすい 43.5
全国各地への交通アクセスが よい 39.4

関係官庁 との接触 ・情報 入手 に便利 38.4

仕入 ・販売等の取引面で有利 31.7

自社の支社 ・支店 ・工場等の統率に便利 23.8
人材の確保が容易である 16.3

人口等の市場規模が大きい 14.4

企業イメージが高まる 13.0

技術情報を得やすい 6.9

業務支援サービスの利用に便利 6.3

海外への交通アクセスが よい 6.1

従業員が文化的刺激を受ける機会が多い 3.3

その他 1.2

「国 ヒ庁 レポー ト92/93」(国1'庁)に よ り作成

(注)回 答は1位3つ までの複数回答

7防 災 ・安全の 重視

川 防災に対 す る意識の高まり

ここ数年、大 きな災害が多発 してお り、防災に対する意識が高 まっている。 しか も現在、情報

通信は、企業や個人の経済 ・社会活動等 において必要不可欠な もの となってお り、情報通信 にひ

とたび トラブルが発生す ると企業活動や個 人生活に与 える影響は大 きな ものになっている。7年

1月 の阪神 ・淡路 大震災 において発生 した情報通信ネッ トワークの大 きな障害を契機 に、災害 に

強い情報通信への関心が高 まっている。

(2)安 全の重視

「犯罪 白書」(法 務省)に よ る と
、刑法犯(業 務上過失致死傷及 び重過 失致死傷の うち、道路上

の交通事故に係 るものを除 く。)の認知件数 は増 加傾 向 にあ る(第3-2-1-26図 参照〉。一方、

警備業者数 ・警備員数 ・機械警備業務対象施設数 も増大 してお り、各企業等 において、安全のた

めにコス トをかけるという意識が高 まって きていると考 えられ る(第3-2-1-27表 参照)。
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第2章 利用者ニー ズの変化

第3-2-1-26図 我が 国の犯 罪状 況

㌧ぎ矧f}数 丁付、 、

2,000.O

L800・Ol

l,600.0ト

1,400.0レ

1,200.0

ユ,000-oi

800.0

600・Ol

400.oL

200.oI

O.0

「犯罪自書」(法 務省)に より作成

(注)1.認 知 件数、検挙人員、発生率は、刑法犯(業 務 ヒ過失致死傷 及び重過失致死傷の うち、

」鱗Lの 交通事故 に係 るもの を除 く)に ついての数字である。

2.発 生率は、人1]10万 八 当た りの認知件数であ る。

第3-2-1-27表 警備業者数 ・警備員数 ・機械 警備業務対象施設数の推移

(単位1人 、箇所)
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1,600

L400

1,200

1,000
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(年)

年度 63 元 2 3 4 5

警備業者数 4,896 5,248 5,633 6,045 6,578 7,062

警備員数 218,880 232,617 246,970 270,04! 291,320 321,721

機械警備業務対象施設数 416,295 459,960 522,882 593,261 647,588 691,208

「警察臼、】1」(警視庁)に より作成

(3)コ ン ピ ュー タ犯 罪 に対 す る意識

コ ン ピュ ー タ ・ウ ィル スの 被害 届 出状 況 をみ る と、2年 に は わず か14件 で あ っ た が 、6年 には

80.5倍 の1,127件 とな っ て い る(第3-2-1-28図 参 照)。 コ ン ピュ ー タ犯 罪 に対 す る意識 をみ

て も、 「今後 の情 報 化 社 会 で コ ン ピュー タ犯 罪 は増 加 す る」と思 っ て い る人 が4分 の3も お り、コ

第3-2-1-28図 コ ン ピ ュー タ ・ウ ィル ス被 害届 出榔 兄
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第1節 社会的変化1一

ンピュー タ犯 罪 と密接 なつ なが りを有 す る情 報 通信 シ ス テ ムの セ キ ュ リテ ィの確 保 が 重 要 で あ る

(第3-2-1-29図 参 照)。

第3-2-1-29図 コン ピ ュー タ犯 罪 に対 す る意識

今年 の情 報 化 社 会 で コ ンピ ュー タ犯罪 は増 加 す る と思 うか

無 回答
わか らないO.6%

18.3%

増加す ると思わ

ない

5.4%

加 す る と思 う

75.7%

「晴報化臼書」((財)日 本情報処理開発協会)に よ り作成

8環 境共生の重視

「環境 白書」(環 境 庁)に よれば、世 界の森林面積 は年 々減少 している(第3-2-1-30図 参

第3-2-1-30図 世界の森林面積の推移

(指 数)
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圏■一 第2章 利用者 ニーズの変化

照)。 また、エ ネルギー の多消費化、自動車数の増加による環境悪化、地球の温暖化等地球環境に

対す る関心が高 まってお り、環境 と共生す るための様 々な施策への重要 性が叫ばれている(第3

-2-1-31図 、3-2-1-13図 参照)。

第3-2-1-31図 一次エネルギー国内供 給の推移
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「総合エネルギー統計」(資 源エネルギー庁)に よ り作成

9国 際 交流の進展

「製造業海外直接投 資許可 ・届出累計額 と海外生産比率」(通 商産業省)に よる と、海外直接投

資 の届 出累計額 は年 々増加傾向にある(第3-2-1-32図 参照)。 また、 「出入国管理統計調査」

(法務省)に よ る と、 日本 か ら海外へ の人の移動、 日本に滞在す る外国人数の増加等がみ られ、

企業活動や社会活動及び人の移動が国境 を越 えてグ ローバル化 していることがわか る(第3-2

-1-33図 参照) 。

第3-2-1-32図 製造業海外 直接投資許 可 ・届 出累計額 と海外生産比率
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第1節 社 会 的 変 化 一

第3-2-1-33図 出入国者数

121論

10,000

8,000

囹 日本 人入 国者 数

ロ 日本 人出 国者 数6
,000 ロ外 国 人入 国 者数

ロ外 国 人出 国者 数

4,000

2,000

02年3年4年5年(年 度)

「出 入 国管 理 統 計 年 報 」(法 務 省)
、 「日本 の 統 計1994」(総 務 庁)

に よ り作 成

その結果、国際電話の取扱数等の増加数等、情報通信メデ ィアを利用する機会が増 え、国際交

流に対するニーズ も高 まっている(第3-2-1-34図 参照)。

第3-2-1-34図 国際電話取扱数

編万回)

500

400

300+国 際 電話 取扱 数

200

100

0元2-一 　『一3-4一 一}曲5(年 度)

郵 政 省 資 料 に よ り作 成

第2節 情報通信に対する利用者ニーズ

前節で概観 したような我が国の多様 な社会的変化 に伴 い、情報通信 に対する利用者側のニーズ

もまた高度化 ・多様化 してお り、情報通信が果 たす役割や利用への期待がます ます大 きくなって

きている。
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纏 一τズ 第2章 利 用者ニー ズの変化

そこで、ここでは、情報通信 に対す る利用者のニーズを7つ のカ テゴ リー に整理 して考察する。

1マ ルチメデ ィァ化

テキス ト、データ、音声、映像等の多様 な表現 メデ ィアを複合的 に利用 して、情報 を分かりや

す く効果的に伝達 した り入手 した りす ることへのニーズが高 まってお り、 これをマルチメディァ

化へのニーズ として整理 し、概観す る。

個人においては、テキス ト、データ、音声、映像等多彩な情報伝達手段 を利用 しやすい条件が

整って きたことによ り、 よ り多様な表現メデ ィアを利用 して情報 を入手 し、 また、 よ り多様な手

段 によ り自己表現 をす るこ とへの期待が大 きくなってきている。

企業 においては、映像 を利用 した販売や遠隔地 との協同作業の効果 を高めるこ とが期待されて

いる。

教育の分野において も、児童 ・生徒の関心を高めた り、理解 を深 めた りす るため、マルチメデ

ィアを授業の中で活 用す ることが期待 されている。

また、映像や音声、文字情報等 を複合 して利用す るこ とによ り、高齢者や障害者 に とって使い

やす くなる機器やサービスが開発され、ハ ンデ ィキャ ップが克服 され ることが期待 されている。

2ネ ッ トワーク化

ネ ッ トワー クを利用することにより、遠隔地 との間で、迅速かつ効率的 に情報の交換や共同作

業を行った り、各種のサービスを受けた りす ることへのニーズが高 まってお り、 これをネットワ

ー ク化へのニーズ として整理 し、概観す る。

企業 においては、LAN,WAN,EDI,CALSG主)等 の利用 を進 め、業務 改革 による効率

化、高度化等 を図 るニーズが強 くなっている。 このニーズについては、個 々の企業内のネットワ

ーク化に始 まり、企業間のネッ トワーク化へ と進展 しは じめている。 また、企業間のネットワー

ク化 も企業グループ間の垂直的統合や業界VANの よ うな同業種 間の水平 的統 合等 の従来的なネ

ッ トワーク化に加え、取引関係 を中心に した異業種間のネ ッ トワーク化 も行われ るようになって

きてお り、産業界全体の高度化へ寄与す るもの として期待 されている。

また、前節の 「労働時間短縮」 「高齢者雇用 ・女性の社会進出の高 まり」において見 られた就業

形態の多様化のニーズを支援する在宅勤務の実現のためのネ ットワークの活用、「大都市への過度

の集中」を緩和す る企業立地の分散化のための情報通信の高度利用等 も期待 されている。

(注)CALSは 、1980年 代 の後 半か ら、米国の国 防総省(DOD)が 中心 となって開発 が進 め られた構想 で、製 品の調達側

と提 供側 が製品情報 や技 術情報等 を共有す る統 合化 された電子取 引環境 を実現す るこ とに よ り、産業 の体質 強化 と経済

成 長の促 進 を目指 す もので あ る。

CALS:Cc)ntinuousAquisitionandLife-CycleSupport
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第2節 情報通信 に対す る利用者 ニーズ ・堕

個人においては、家庭 にいなが らに して、ショッピングを楽 しめるテレショッヒ。ングやネッ ト

ワークを利用 した高度で多様な在宅学習が期待されている。

前節の 「少子 ・高齢化の進展」で も見たように、高齢者世帯や一人暮 らしの高齢者 は増加 して

おり、老後の健康や介護等に対 して不安を感 じてい る人は多い。総理府が7年1月 に実施 した

「暮 らしと情報通信 に関す る世論調査」において、今後利用 したい情報通信サービス として 「在

宅医療支援システム」が第1位(45.6%)に あが るな ど、医療 ・福祉 の分野では、在宅で福祉や

医療サービスを受けられ ることへのニーズが高 まっている(第3-2-2-1図 、第3-2-2

-2表 参照)。

第3-2-2-1図 今後利用 したい情報通信サー ビス

在宅医療支援 シス

テム

ビデオ ・オン ・デ

マン ド

電子新聞

在宅学習システム

テ レ シ ョ ッ ピ ン グ

電子図書館

遠隔地参加型ゲー
ム

(複数 回答)

OlO20304050

回答率(%)

「暮 らしと情報通信 に関する世論調査」(総 理府7年1月 実施)に よ り作成

また、「防災 ・安全の重視」でみたように、災害時のライフラインとしてのネ ットワーク整備の

必要性が高 まるとともに、ネッ トワークの社会 ・経済生活 における重要性が増すに伴い、ネット

ワークの信頼性 ・セキュリティの確保が今 まで以上 に要求 されている。

さらに、「環境共生の重視」の面で は、ネッ トワー クを利用 した在宅勤務等の情報通信 を活用 し

た省資源 ・省エネルギーへの貢献や地球的規模 の環境監視等が期待 されている。

また、遠隔医療支援、遠隔学習、在宅勤務等の進展によ り、時間 ・距離の制約を克服 して、過

疎地、離島、半島、山村等条件不利地域 において多様 な就労環境、社会参加や文化に触れ る機会

が確保されるこ とが期待 されている。
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一 圏 第2章 利用者ニーズの変化

第3-2-2-2表 情報通信の高度化がもたらす利点

(複数回答)

情報通信の高度化が暮らしにもたらす利点 回答率(%)
いつでも、どこで も欲 しい情報を入手で きるようになり、

知識が豊かになる 43.1

遠隔医療サービスや遠隔福祉サービスの実現により、家庭

で手軽に高度な医療 ・福祉サービスを受けられるようにな
る 36.6

情 報通 信 を利用 して、 家 にい なが らに して、 シ ョ ッピ ング

や レジ ャー を楽 しむ こ とがで きる よ うにな り、暮 ら しが 豊

か に なる 24.2

地域間の情報格差が少な くなってい く
15.5

在宅勤務の進展やテレビ会議の利用により、労働時間や通

勤時間が短縮され、暮らしにゆとりが増える 15.1

遠隔教育や電子図書館等の実現により、教育や文化の水準
が向上する 12.0

情報通信 を通じて、遠隔地や外国の人々と交流することが
できるようになり、交際範囲や行動範囲が拡大する 11.8

情報通信 を利用 して、自分の意見や音楽、映像等の作品を

多 くの人に伝達できるようになる 10.2

「暮 らしと情報通信に関する世論調査」(総理府7年1月 実施)に より作成

饗

舌 鷺 ・

、

,鱈腰 興曜噛 ∴1

{4

㈹マルチメデ ィア ・タイ トル制作者連盟による

インターネッ ト利用についてのシンポジウム風景

3イ ンタラクテ ィブ化

情報 を一方向的 に受容す るだけでな く、情報通信 を双方向的に利用 して、必要な情報 を必要な

ときに取捨選択 して入手 した り、自らが情報 を広 く発信 した りす ることへのニーズが高 まってお

り、 これをインタラクティブ化へのニーズ として整理 し、概観す る。

前節のnl青 報 発信 の多元化 」 にみ られ るよ うに、経済 の成長や生活の向上 に伴 い、個人の情報

に対す る要求 は、よ り細分化 し、専門化 している。前出の「暮 らしと情報通信 に関す る世論調査」

において 「今後の情報通信の高度化が もたらす利点」として、43.1%が 「いつで も、 どこで も欲

圏372 ,



第2節 情報通信 に対する利用者ニーズ

しい情報を入手で きるようにな り、知識が豊かになる」 こ とをあげているように、個人が それぞ

れの興味や関心 に応 じた情報 を必要な ときに入手 したい というニーズはより強 くなっている。 そ

のために、一方的 に流通する情報だ けではな く、個人のパー ソナルな要望を満たす専門的な情報

や、地域や生活 に密着 したローカルな情報等を入手で きる環境が求 められている(第3-22

-2表 参照)。

一方、情報 を入手す るだ けで は な く、情報を自ら発信す ることや、発信 した情報 に対す る反響

を入手 し、双方向的な交流 を広 め深 めることに対す るニーズも強 まってお り、パ ソコン通信の会

員数の急激な伸長やインターネ ット上でのWWWサ ーバの急増等 に見 られ るように個 人の情報の

受発信を支援す るメデ ィア も登場 してきている。

また、個人の情報 に対す るニーズの多様化 に対応 して、企業等 において も消費者の多様 なニー

ズを幅広 く収集す ることへのニーズが高 まっている。

4エ ンタテイメン ト化

情報通信 を活用 した余暇の充実や娯楽へのニーズをエンターテイメン ト化 として整理 し、概観

する。

前節の 「余暇活動の充実」で もみたように余暇時間の拡大によ り、個人の余暇の充実に対する

ニーズが高 まっている。ゲームソフト市場の急激 な拡大やCD-ROMソ フ トの市場 の拡大 を娯

楽ソフ トが リー ドしていることにみ られるように、娯楽に対す るニーズは高い。情報通信 を利用

した新たな娯楽 に対 して も要望は強 く、家庭 にいなが らに して好 きな ときに映画を楽 しむこ とが

できるビデオ ・オン ・デマンド等の情報通信のエンターテイメン ト化へのニーズは高い と考 えら

れる(第3-2-2-3図 参照)。

5モ バ イル化

移動中や移動 先等 の場所 を問わずに、情報 を入手 し、伝達 したい というニーズをモバイル化 と

して整理 し、概観す る。

前節の 「人々の活動範囲の拡大」で もみたように、個人の無線呼出 しや携帯 ・自動車電話の利

用が急増 していることや前出の 「暮 らしと情報通信 に関する世論調査」において 「日常生活や仕

事において利用 したい情報通信メデ ィア」の第!位(25.2%)に 「携帯 ・自動車電話 ・PHS」

があが るな ど、外 出先や旅行先、移動中等、場所を問わずに情報通信を利用す ることに対する二

一ズが拡大 している(第3-2-2-4図 参照) 。
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13.0

9.3

第3-2-2-3図

認 知 度(%)

0

37.1 46.5

82.1

89.7

1

16.8 58.2

29.5 56.4

27.4 60.0

1 ■1

10080604020

パソコン通信ユーザーのマルチメディア意識

利用意、向(%)

電子新聞

0

電子 ブック

ホ ーム ショッピン ク

ビデオオンデマ ン ド

遠隔教育

遠隔医療

36.5 61.3

33.9 59.1

34.4 59.4

44.1 51.8

1

21.8 64.4

35.5 55.2

1111

020406080100

口 知っている 口 何 となく知っている 口 ぜひ使いたい 口 場合によっては使いたい

郵政省郵政研究所が7年3月 にパ ソコ ン通信 ユーザー を対象に行った調査による。

企業 において も、オフィスや工場における情報化が進展 し、成果を収めるにっれ、オフィス外

で主に活動する販売員、保守員等の業務や運輸業等の業種 において、移動通信や携帯型の端末を

利用 して、情報の高度利用を進め、業務の高度化 ・効率化を図るこ とへのニーズが高 まっている。

また、道路 交通の重要陛が高 まるとともに、交通の安全 ・円滑化、環境保全及び経済牲 の向上

等の課題の解決 も求められてお り、情報通信 を活用 した道路 ・交通 ・車両の情報化への取組が期

待 されている。

374



第2節 情報通信 に対する利用者ニーズ

第3-2-2-4図 今後利用 したい情 報通信 メデ ィア

携 帯 ・自動 車 電

話 ・PHS

フ ァ クシ ミリ

衛 星 放 送

ケ ー ブ ル テ レ ビ

パ ソ コ ン通 信 ・イ

ン ター ネ ッ ト

ハ イ ビ ジ ョン

無 線 呼 出(ポ ケ ッ

トベ ル)

ビデ オ テ ックス

(キ ャ プ テ ン)

衛 星 通 信

文 字 多 重 放 送

15.8

15.6

21.8

21.7

(複数回答)

051015202530

回 答 率(%)

「暮 らしと情報通信に関す る世論調査」(総 理府7年1月 実施)に よ り作成

6グ ローバル化

情報通信 を活用 して、海外 との交流や情報交換 を活発化 した り、海外での活動や海外の政府 ・

企業 ・団体等 との協調や共同作業 を促進 した りす ることへのニーズをグ ローバル化 として整理

し、概観す る。

前節の「国際交流の進展」でみたように、企業の海外展開は、海外の市場拡大の動 きとともに、

毎外における現地生産の拡大、海外企業 との提携や合弁等、 その性格 も多様化 している。 このよ

うな海外での活動の進展に とっては、情報通信 を活用 したコミュニケーションの強化は必須であ

る。

また、個人や各種団体で も国際交流のニーズは高 まってお り、インターネッ トを利用 した国際

交流や情報交換 も活発になっている。

7バ ーチ ャル化

ネッ トワークの高度利用を進 めるこ とによ り、興味や関心を共有す る者同士が距離や時間の制

勺を超えて、ネ ッ トワーク中心の新たなタイプのコミュニティを形成 した り、企業等が組織間や

含社間において柔軟 な協力関係 を形成 し、迅速かっ効率的 に事業を展開 した りす ることへのニー
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ズが現れ始めてお り、これをバーチャル化へのニーズ として整理 し、概観する・

個人においては、ネッ トワークを利用す ることによ り、所属す る地域や企業等の集団が中心と

なる従来型の交流の範囲を拡大 し、距離や時間の制約 を超 えて、直接会 うことが頻繁 には難 しい

人 との間で も、情報交換や交流 を深めたいというニーズが現れてきている。 このような傾向は、

パソコン通信の電子会議やインターネ ッ トのニュースグループ等の利用の中に萌芽的に見 られる

とともに、パ ソコン通信のネッ トワーク上 に架空の都市(バ ーチ ャル シテ ィ)を 作 り、 その中で

架空の体験 をす るコミュニケーション型のゲームの利用等 にも現れてきている。

また、企業のレベルでは、職場 を異 にした人々が短期 間のプロジェク トをネッ トワークを中心

にして組織 し遂行 した り、オフィスを持たず にネッ トワークを活用 して会社を運営 した り、複数

の企業の特定の機能をネットワークを介 して統合 し、事業 を展開 した りす るな どのバーチャノレ・

コーポレーションといわれる試みによ り、迅速かつ効率的に事業 を創始 し、展開 しようというニ

ーズ も現れてきている。

このようなネ ットワーク中心のコミュニケーションを支援するために、 より現実に近い臨場感

あふれるコミュニケーションを実現するバーチャル リアリティ通信へのニーズ も高 まっている。

コ ラ ム15

「電 子 メ ー ル に お け る顔 マ ー ク の 利 用 」

パ ソコン通信やインターネ ットで利 用 される電子メールでは、微妙 なニュアンスや感情を

表現す るために、アルファベ ットや記号を うまく組み合わせて顔の表情 を作 りだ し、文中や

文末 に付 け加 えるなどの工夫が見 られる。

また、記号の組み合わせをもう少 し複雑 にして、サインがわ りに簡単な絵を書いている例

なども登場 している。

これ らは、文字 コー ドだけの電子メールの世界 に、少 しで もグラフィカルな要素を取 り込

むことで、 コミュニケーションをよ り豊かな ものにしようとする試み と考 えれる。

最近では、パソコン通信の世界や携帯情報機器 を利用 した電子メールの世界で映 像通信を

取 り込む動 きがあ り、メールに感情やニュアンスを表す簡単なコマ送 りの静止画 を張 り込む

ことがで きる機能等 も登場 している。
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第3節 利用者ニーズに対応 した先進事例

本章におけるこれ までの記述で、我が国における社会的変化 と、 それに伴 い変化 してきた利用

者の情報通信 に対す るニーズを概観 してきた。

ここでは、前節で7つ のカ テゴ リー に分 けて分析 した利用者ニーズに対 して、情報通信が どの

ように対応 してきているかを実際の研究開発や実用事例 を紹介 しなが ら、概観 してい くこととし

たい。

1マ ルチ メデ ィア 化

テキ ス ト、 デ ー タ 、 音声 、動 画 を統 合 して利 用 し、効 果 を上 げ て い る例 と して、 住 宅 設計 時 の

コンサル テ ィング に3次 元 コン ピ ュー タ グ ラ フ ィ ック ス(CG)に よ る シ ミュ レー シ ョン を導 入

して い る実験 と教 育 の現 場 で ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ドを活 用 して い る事 例 を紹 介 す る。

(1)3次 元CGを 利用 した対話型住 宅設計 コンサ ルティングシステム

関西文化学術研究都市において、新世代通信網実験協議会が実施主体 となって進 めている広帯

域ISDN実 用化 実験 の一 つ として、大手住宅販売会社等が、広帯域ISDNに よる3次 元CG

データの伝送 を利 用 した住 宅設計時 の対話型の コンサルティングシステムの実験 を、6年7月 か

ら行 ってい る。

この実験 で は、住宅設計時のコンサルティングに3次 元CGに よ るシ ミュ レー シ ョンを導入 し

て視覚 によるプレゼンテーション効果 を高め、顧客があ らか じめ住宅の出来上が りを立体の映像

で確認す ると同時に、遠隔地 にいる設言楮 との閲で動画 と音声を利用 した対話 を交えて、住宅に
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対す る要望 を設計 に反映 させていくことを狙い としている。

このシステムで は、顧客のワークステー ション(WS)と 離 れナ新 にい る専門家(設 言楮 等)

のWSが 広帯域ISDNで 接続 されてお り、大量 のデー タを必要 とす る3次 元CG化 した映像 と

ともに互 いの映 像 と音声が伝送で きるようになっている。設計者はWSを 操 作 して、設計 す る住

宅 の出来上が りの予想を3次 元CGで 再現 し、顧 客側 のWSに 伝 送す る。

これ まで の住宅設計で は、顧客 と設計者 との打合せは平面図面 に基づ いて行われるため、一般

の顧客にとって、設計図か ら出来上が りのイメージを想像するこ とは非常に難 しかった。しかし、

このシステムでは、出来上が りの外観や内装について、図面 を基 に3次 元CGの 技 術 を利 用 して

映 像化 して いるので、顧客は住宅の外観や内装 をいろいろな角度か ら眺 めた り、実際の住宅の回

りや内部 を歩いているような感覚で視点 を変 えて見 ることがで き、実際の住宅の出来上が りのイ

メージを仮想的に体験す ることがで きる。顧客が映像を確認 しなが ら、内装の色や材質、間取 り

等の設計変更の希望を設言楮 に伝 えると、設計者は設計変更を行い、 その結果 はリアルタイムで

顧客側のWSて 確 認 す るこ とがで きる。 また、設計者は、テレビ電話的 に顧客の表i青を確認する

こ とがで きるので顧 客の満足度を確かめなが ら作業 を進めることがで きる。

この ように、3次 元CGや テ レビ電話的 な機 能 を複合 的 に利用す るこ とによ り、住宅設計時の

コンサルティングを遠隔地にいなが ら、より効果的 に進めることが期待 される(第3-2-3-

1図 参照)。

② 教育分野で のデ ジタル ・ビデオ ・オン ・デマン ドの利用

通信 ・放送機構では、一般会計からの出資 を受 け、愛知県岡崎市 に通信 ・放送機構 岡崎 リサー

チセンターを整備 し、「フルネッ トワークに関する研究開発」を進 めてお り、 その一環 として、公

共的分野におけるアプ リケーションの先導的開発が進め られている。

岡崎市では、この岡崎 リサーチセンター と市内の小中学校 との間を光 ファイバで結 んで、デジ

タル ・ビデオ ・オン ・デマン ドを活用 した授業が6年11月 か ら行 われてい る。

ここで は、デ ジタル ・ビデオ ・オン ・デマンドの リアルタイムで複数の端末か ら検索で きる特

長をいか して、これまで に市の教員が制作 した映像教材 をデジタル化 してビデオ ・サーバに取 り

込み、マルチメディア ・データベース として利用 している。 これによ り、児童 ・生徒達が必要な

映像教材 を授業のなかで能動的に利用す るこ とが可能 となっている。

これ まで、理科や社会の授業では、児童 ・生徒がグループに分かれて、あるテーマについて、

図書や辞典等を調べなが らまとめあげるグループ学習を取 り入れていたが、デジタル ・ビデオ ・

オン ・デマンドを導入することによって、デジタル化 された動画の教材が新たに利用で きること

となった。映像教材は、教科別 ・テーマ別等 に分類 されてメニュー化されているため、児童 ・生

徒r1ら 端末 を操作 し、 テーマ と自分の関心に応 じて、必要 な映像 を瞬時に検索 をすることが可能
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3次 元CGを 利用 した対話型住宅設計システムの

端末画面

ビあり、早送 り・一時停 止等の機能を活用 して効率的に学習 を進めている。 また、複数の端末か

らの同時アクセスが可能なので、複数のグループが効率的 に学習 を進めることも可能 となってい

る。
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岡崎市で は、7年 度 には、市内の30の 小 中学校 をセ ンター と接続 して、ビデオ ・オン ・デマン

ドを利用 した授業 を拡大す る予定である。

2ネ ッ トワーク化

複数の人が それ ぞれ離れた場所か ら各端末上で、共有の情報 を利用す ることにより業務等 を分

散的に行 うことがで きるシステムが、実用化 され、 または、実験が行 われている。 ここでは、関

西文化学術研究都市で行われている広帯域ISDN実 用化 実験 を紹介 す る。 また、ネ ッ トワーク

を利用 して時間 ・距離の制約を克服 した在宅医療、地方か ら情報発信 を行 っている地域情報ネッ

トワークを活用 している例 を紹介す る。

(1)建 築設計 においてネ ッ トワークを利用 した遠隔利用実験

関西文化学術研究都市で行われている広帯域ISDN実 用化 実験 の1つ として、6年7月 か ら、

大手建設会社等が参加 し、建築設計 における高1生能CGシ ステムの遠隔利 用実験 が行 われている。

この実験は、3次 元 高1生能CGシ ステム を利用 して、CG画 像 の高速伝 送 を行 い、建築設計者

同士が、遠隔地間で それぞれの端末 を操作 しなが ら、建築物の景観デザ インや周辺環境のシミュ

レー ション等を行 うものである。

従来、建築物の設計 は同一事務所内で設言堵 同士が打合せをしなが ら作業 を進 めていた。 しか

し・ このシステムで は、設言楮 が同 じ場所 にいる必要 はな く、ネ ットワークを利用 して作業 を進

めることがで きる・具体的には、CGで 作成 した ビル等 につ いて、離 れ た場所 にいる設計者同士
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が、各自の端末 を用 い、相手 と相談 しなが らビルの高 さを変 えた り、場所を移動させた りするこ

とができる。 また、端末の画面上 において一定方向か らだ けではな く、さまざまな方向か らビル

をみることがで き、周辺環境 との調和 を考慮 しなが らビルの設計が行 える。

建築設計における高性能CGシ ステムの遠隔利用

2)遠 隔学習システムの実験

また、広 帯域ISDN実 用化 実験 の1つ に、外 国語学校等が参 加 し、広帯域ISDNと 映 像デ

ータベース等 を用 いた効果的学習を目指 した実験がある
。

近年、国際化の進展に伴い外国語に対す る関心が高 まり、外国人講師による外国語学校が人気

を博 している。 しか し、地理的、時間的制約か ら実際 に学校 に通って受講す ることがで きない人

も多い。そこで、この実験 に参加 している外国語学校が6年9月 か ら11月 にか けて、週2回 の遠

高授業 を実施 した。講師側 端末 は、大阪市内にある外国語学校 に設置 し、生徒側端末を大阪市内

D別 の地 区にあ る精 密機器 メーカー内に設置 した。 講師1人 に対 して生徒 が3人 とい う構 成で、

セ徒がデータベー スか ら動画の情報 を引き出 して学習 した り、双方向映像通信 を用いて リアルタ

でムの遠隔授業 を行った りした。 ビデオやCD-ROMに よ る学 習 とは違 い、発音等のチ ェック

セその場で受 けることがで き実際に対面で授業 を受 けているの と同 じよ うな効果が実証 された

(第3-2-3-2図 参 照)。
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第3-2-3-2図
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(3)在 宅 医療支援 システムの実験

東京都 にある小児病院では、ISDN回 線 を用 いた テレビ電話 を患者宅 と結び、5年 度 か ら7

年3月 まで在 宅医療 の実験 を行 った。

入院中の患者の うち、酸素吸入器や人工呼吸器(以 下 ここで は医療機器 と呼ぶ)等 の装置だけ

が必要 なため入院 している患者は、自宅に医療機器 があれば、在宅医療が可能 となる。 そこで、

この病院では、 このような患者宅にテレビ電話 を設置 し、医療機器の使用方法 が分 らない ときや

医療機器 に トラブルが発生 した ときのアドバ イス、簡単な診察等 に使用す ることによ り在宅医療

に取 り組んで きた。

医療機器を体 につ けたまま通院 しなければならず、通院のためには手間や時間、交通費をかけ

なければな らなかった患者 も、 このシステムを利用するこ とによ り、遠 くか ら通院す る回数を減

らす ことがで き、在宅でア ドバ イスを受 けるこ とがで きるので効果があった。 また、医療機器に

簡単な トラブルが発生 した ときも、同様 に在宅で ア ドバ イスを受けて、適切 な対処 を行 なうこと

が可能な例 もあった。

在宅医療の患者 は、一般社会 との交流が限 られ孤独 な場合が多い。 しか し、 このテレビ電話を
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使うことによ り、同 じ悩みを持つ患者同士がお互 いの顔 を見なが ら話をすることにより励 まし合

うことがで き効果 をあげた。

在宅医療支援システム

(4)地 域情報ネ ッ トワークの活用例

大分県 にある地域パ ソコン通信ネ ットは、東京一極集中に対 して、地方か ら情報 を発信 し、人

と人との交流 を大切 にす るコミュニケーション型のネ ットワーク作 りを目指 している。

この地域パ ソコン通信ネ ットは、昭和60年 にデー タベー スの勉強会 を母体 として発足 し、後 に

コミュニケーション型の社会 インフラ としてパ ソコン通信ネ ットワークを整備 してきた。最初 は、

大分県内のネッ トワークを整備 し、昭和61年 頃か ら県知事 に電子 メール を出す ことがで きるまで

になった。
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地域情報ネットワークのホームページ

また、他の地域ネ ットワークと連合 して相互 に接続す ることによ り地域間の情報交流の場 を作

ることに役立ってきた、

現在では、インターネ ットとも接続 してお り、地方か ら世界に向けて直接晴報発信す ることが

可能 となっている。さらに、この地域パ ソコン通信ネ ッ トワークは、地方か らの情報発信だ けで

はなく、さらに進んで、地方間の情報交流の場 をいかに作 るかを目指 している。

383■



第2章 利用者 ニーズ'の変化

3イ ンタラクテ ィブ化

ここで は、情報 の発信側が一方的 に情報 を送 り、受信側が単に情報 を受 け取 るだけ というので

はな く・ 自分の欲 しい情報等 を欲 しい ときに引 き出 して利用 した り、個人が 自ら情報 を発信 した

りす るという実験や実用化例 について紹介す る。

(1)電 子カタ ログを用 いた通信販 売の 実用化実験

関西文化学術研究都市で行われている広帯域ISDN実 用化 実験 の1つ に、通信販売業者等が

参加 し、新 しいショッピングスタイル を目指 した実用化実験があ り、6年7月 か ら開始 されてい

る。

この システムでは・ けいはんなプラザ(セ ンター)と 大 阪 にあ る通信販売業者 の系列店の店舗

を広帯域ISDNで 接 続 してい る。従来 の雑 誌 による商品選択 とは違い、利用者 は電子カタログ、

即 ちデータベースに蓄積 されている情報の端末操作 によ り商品選択 を行 う。 アパ レル商品が対象

になっていることもあ り、画質 に対す る要求水準が高いので、動画情報は端末側 に設けられたビ

デオデ ィスクか ら読み出 しているが、動画以外の情報 は、すべてセンター側か ら伝送されてくる。

店舗にあ る端末 を操作す ると、 ミニ ドラマ形式の動画が始 まる。端末 はタ ッチパネル方式を採

用 してお り、 ドラマの出演者が着ている洋服等 にタッチす るとドラマが中断 し、 その洋服の金額

・素材等の情報が現れ る
。 また、 目的の商品を分類 リス トか ら検索す るこ ともで きる。 このシス

テムでは、一方的に情報が流れてきて、単にその情報 を見 るだけ というのではな く、 自分の欲 し

い情報のみを何回で も引 き出す ことが可能であ る。電子カタログで商品を注文す ると、注文票が

その場で印刷 され、注文はが きが出力される。 そのはが きを投かんすれば実際に注文で きる(第

3-2-3-3図 参照)。

第3-2-3-3図 電子カタ ログを用 いた通信販売の利用イメージ図

囚
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電子カタログを用いた通信販売

(2)イ ンターネ ッ トを利用 した情報受発信の実用例

インターネ ットは、現在、世界中の多 くの地域で利用で き、利用者の数 も年々増加 している。

インターネ ットを使って情報発信 を行い、企業のPRや 通信販売等 ビジネ スに利用 す る企業 も増

えている。

そのような中で、大企業のみならず、個人や中小企業が世界中に向 けて情報発信することがで

きるのがインターネ ットの特長で もある。さ らに、インターネッ トでは双方向コミュニケーショ

ンが可能である。WWWサ ーバ ー を使 えば、だ れで も情報発信が可能である。 また、作った情報

を見るためのソフ トであ る 「モザイク」があれば、文字だ けではな く動画像や音声のデータ も表

示できる。

例えば、千葉県在住のあ る主婦は、インターネ ットを使 いコンピュータの中古品販売 を行って

いる。中古品のコンピュータの価格情報等をWWWで 発信 し、購入希望者か ら電子 メールで返事

をもらっている。1日 に2,000～3,000件 のアクセスが あ り、情報発信 してか らす ぐに買い手がっ

くこともある。インターネ ットに情報を流せば、特 にPRし な くとも相手 か らアクセ ス して くる

ので、広告宣伝費の心配 をする必要はない。現在、1人 で仕事 を行 ってお り、仕事 を開始す るた

めの資金 も低 めに抑 えることがで き、仕事のために広 い場所 も必要 とせず、膨大な設備投資は不

要である。

また、出版社で はな く、個人で出版物等を提供 している例 もあ る。時事問題 や経済情報、個人

の著作物を情報発信 し、多 くの読者 と意見交換することが目的である。外国語で情報発信すれば＼

日本国内のみならず、海外での読者の開拓 も可能である。

さらに、7年1月 の阪神 ・淡路 大震災 の際、 インターネ ッ トが、安否の確認、被害状況等の情
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報提供、ボランティアの呼び掛 け、避難場所 としての 自宅の提供情報、 その他の情報交換に利用

され、災害時に威力を発揮 した。

離劃
_二===二====コ

インターネッ トを利用 した情報発信のホームページ

4エ ンタテイメン ト化

娯楽分野 にお ける情報通信利用の実験や実用化例 を紹介する。

(1)ビ デ オ ・オン ・デ マン ドによる家庭への映画等の配信、ゲームソフ トの配信の実験

関西文化学術研究都市の新世代通信網パ イロットモデル事業 において、ビデオ ・オン ・デマン

ドによる各家庭への映画等の配信、ゲームソフ トの配信の実験が行 われている。

6年7月 か ら、約250世 帯 のモニター家庭(6年!2月 現在、最終 的 には300世 帯程度 を予定)を

対 象 に、 各家庭 まで光 ファイバ を敷設 した日本では初 めてのビデオ ・オン ・デマン ドの実験が始

まった.

この ビデ オ ・オン ・デマ ン ド ・サ ービスには、動画サービスと静止画サービスがある。動画サ

ービスでは、映画やテレビ番組等が、静止画サー ビスでは、 ショッピング ・料理 ・時刻表等の生

活i青報 や地域情報等 が提供 されてお り、見たい とき、必要な ときに自宅で受信で きる。

また、6年11月 か らは50世 帯 のモニター家庭 を対 象 にゲー ムソフ ト配信の実験 を行っている。

約30種 類 のゲー ムの中か ら、好 きな ときに好 きなゲームを選択 して楽 しむこ とがで きる。さらに、

7年7月 頃 か らは通信 カ ラオケサー ビ スの実用化実験を開始 し、各家庭か ら歌 いたい曲目を選択

し、直接受信で きるようにす る予定であ る。

なお・7年1月 には、新 世代通信網パ イ ロッ トモデル事業の利用状況(6年7月 か ら同年12月

まで)が 取 りま とめ られた。 それ によ ると、ビデオ ・オン ・デマン ドの利用は土曜 日、 日曜 日が

多く・アニメーションや話題作の映画の人気が高 くなっている(第3-2-3-4図 参照) 。
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第3-2-3-4図 ビデオ・オン・デマンドによる家庭への映画等の配信・ゲームソフトの配信のモニター宅内機器
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新世代通信網パイロッ トモデル事業のモニター宅利用風景
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② ケ ーブ ルテレビ網によるゲームソフ トの配信システムの実用化

最近のテレビゲームの普及で新 しいゲームソフ トを安 く楽 しみたい というニーズに応 えるため

に、ケーブルテレビを用いてゲームソフ トを配信す るシステムが実用化 されている。

ケーブルテレビの加入者は、ケーブル テレビ専用受信機 と市販のゲーム機 を用いて画面 に現れ

た指示 に従 い希望のゲームソフ トを選択する。6年 末現在、全国で22の ケーブル テレビで このサ

ー ビスが行われているこのゲームソフ ト配信 システムは、6年4月 に、ケーブル テレビ協議 会の

技術委員会で技術資料が取 りまとめ られた。

(3)統 合デ ジタルカラオケの実験

最 近で は、従来のパ ッケー ジ型のカラオケに代 わ り、ISDN回 線 や電話回線 を利 用 した通信

型 カ ラオケが普及 してきている。広帯域ISDN実 用化実験 の1つ に、統合 デ ジタル カラオケの

実験 があ り、6年12月 か ら行 われてい る。

現在の通信 型カラオケは、曲データ、文字データを伝送 し、 それを端末側で蓄積 し、 その後、

蓄積 されていない曲のみが その都度伝送 される。一方、画像データは、端末側のビデオデ ィスク

に蓄積 されているものを使用す るというのがほ とん どであ る。 これに対 して、統合デ ジタルカラ

オケは、動画像圧縮方式であ るMPEG-2を 利 用 して動 画像 を圧縮 し、広 帯域ISDNを 利用

す るこ とによ り、曲デー タ、文字データのみな らず、動画像データを含 めて リアルタイムで送信

することが可能であ る。

また、本 システムで は、通信 を利用 して曲名や歌手名等による曲の検索 を行 うことがで きるの

で、端末側 に曲目リス ト等 を用意す る必要がな く、ペーパー レス化が図 られる(第3-2-3-

5図 参)。

第3-2-3-5図 統合 デ ジタル カラオケの利用 イメージ図

広域帯ISDN実 験網

〔ATM〕

團'

鵬



第3節 利用者ニーズに対応 した先進事例 翻一

コ ラ ム16「 イ ン タ ー ネ ッ トの ホ ー ム ペ ー ジ 紹介 」

WWWや モザ イク(}i=1)等を利用す るこ とに よ り、従来 のテキス ト・データに加えて静止画 ・

動画 ・音声等を統合的に、しか も簡単に扱 うこ とがで きる環境が急速に進展 したことによ り、
プ

ィンターネ ット上で大学等の研究機関や企業等 による情報発信が盛んになってきてお り、提

供されるWWWサ ーバ の数 も急速 に増加 してい る。

NTTが 、5年 か ら提供 してい るWWWサ ーバ で は、情報へ のアクセスを容易にするため、

我が国で提供 されている主なWWWサ ーバ の一覧表 を地 図 に して提供 している。

ユーザーは地図上の任意のサーバの名称をマウスでクリックすることで、希望のWWWサ

ーバにア クセスす るこ とがで きる。

また、海外に向けた情報発信のために、英語版のホームページも用意されてお り、海外向

けに我が国の観光情報、文化 と習慣 に関する情報等が英語で提供 されている。
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↑NTTの ホ ーム ペ ー ジ

ホームペー ジは、WWWサ ー バ にアクセスす ると最初 に表

示 されるペー ジ。

写真左の ように、表示 された アイコン をク リックす るこ

とで希望の メニューへ飛 、ミミことがで きる。

ここで＼ 「URL(注2)の 広 場」 を選択 す ると、「日本

のWWWサ ー バ地図」 や 「WWWに 関 す る 日本 語の情報」

等のメニューが あ り、写真右 の ような画面 にア クセ スで き

る。
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↑日本のWWWサ ーバ地図

写真左の地図上に表示 されたサーバを運用 している大学
・企業等の名称 を選択すると、そのWWWサ ーバにアクセ
スすることができる。

(注1)モ ザ イ ク(Mosaic)は 、WWWサ ーバ 等 の イ ン ター ネ ッ ト上 の分 散 デ ー タベ ー ス に

ア ク セ スす るた めの端 末 側 の ソ フ トウ ェ アで 、動 画 、 音 声 を扱 うこ とがで き る、GU

Iに 優 れ操 作 が 容 易で あ るな どの特 長 を持 ち、利 用 が 急増 して い る。

(注2)URL(UniformResourceLocator)は 、WWW等 の サ ーバ とその 中 の情報 の 場

所 を表 記 す るた めの統 一 的 な表 記 法 。

ちなみ に、 このNTTの ホ ー ムペ ー ジ のURLは 、http://www.nttjpで あ る。
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Fラ…
新世代通信網パイロッ トモデル事業の利用状況

関西文化学術研究都市 において実施されている新世代通信網パ イロッ トモデル事業の利用

状況(6年7月 か ら同年12月 まで)が 取 りま とめ られた、概要 は以下の とお り。

1モ ニ ター 数

一 般 家庭235
、企 業12の 合計247。 この うち一 般 家庭 の世 帯構 成 員 数 は 、男 性400人 、女性

399人 の合 計799人(6年12月 末現 在)。

2サ ー ビスの利 用状況

(1)ビ デオ ・オ ン ・デ マン ド

ビデオ ・オ ン ・デマン ドには、動画サービス と静止画サービスがある。

動画サービスは、約300本 の映 像 ソフ トの提供 を受 け、サ ービスを行 なっている。月初

めにソフ トの3分 の1を 更新 して いるため、月初 めの利用が多い。曜 日別で は、土曜日、

日曜 日の利用が全体の約半分 を占めている。時間帯別で は、昼間13時 か ら16時 と、夜間

20時 か ら22時 まで の利 用が多 い。5段 階 の利 用料金(無 料 か ら1,000円)が 設定 されて

い るが、総 じて無料 番組の利用が多い。 ジャンル別では、アニメーションの人気が圧倒

的 に高い。有料番組で は、半分以上の利用は洋画で、話題作は人気が高い。

静止画サービスで は、交通機関の時刻表、 ショッピン列 青報等の 日常生活の情報や地

元の情報等がよ く利用されている。

(2)CATVサ ー ビス

地上系放送再送信、BS系 放送再 送信、CS系 放送再 送信等31チ ャ ンネル(う ち・・イ

ビジ ョン2チ ャンネル)を ハ イ ビジョン受像機 の ワイ ド画面で見 ることがで きるので、

好評である。

(3)テ レビ電話

家 の中力映 るこ とに対す る抵抗感等か ら、映像を消 して音声電話 として利用 している

というf列が あ る。
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5モ バイル化

移動の途 中や移動 先で 、ネッ トワークにアクセス してデータベースを利用 した り、電子メール

等を利用 してコミュニケーションを図った りするモバ イル化の例 として、緊急 を要す るガ ス供給

業の保安業務での利用 と携帯i青報機器 のネ ッ トワーク利 用 について紹介する。

〔1)携帯型地図検索システム

あるガ ス供給業者では、ガス供給設備の緊急保安業務を迅速かつ効率的に行 うために、緊急保

安車両に移動通信を利用 した携帯型地図検索システムを導入 している。ガ ス漏れ等の際の緊急保

安業務を行 うにあたっては、現場のガス管配置図等の正確 な情報 を入手することが必要であ る。

従来は、車両に常に担当エ リアの地図を積み込み、指令基地 との情報のや り取 りは無線 による音

声通信に頼っていたが、 このシステムの導入によ り、保安作業 に必要 な地図及び関連情報等のデ

ータ伝送が可能にな り、ガス管の位置やガス管の機能、材質等の関連1青報 を確 認 しなが ら、迅速

に保安業務を進 めるこ とが可能 となっている。

このシステムで は、緊急保安車両 に、ペン入力タイプの携帯型コンピュータ とCD-ROM駆

動装置及び通信用 の 自動車 電話等 を搭載 している。担当者はCD-ROMに 収 め られたガ ス管 の

配管情報等 の地 図情報 を携帯型 コンピュータか ら検索するとともに、CD-ROMに 収 め られ て

いない最新 の情報 や詳 しい情報 につ いては、 自動車電話経由でデータベースセンターにアクセス

して、携帯型 コンピュータ上 に表示 して確認 している。 これにより、常に最新の情報を確認 しな

がら、作業 を行 うことが可能になっている。

また、グローバル ・ポジショニング ・システム(GPS:GlobalPositioningSystem)の 測位 デ

ータを利用 して緊 急保 安車 両の位置 を指令基地で確 認 した り、デジタル ・カメラで撮影 した事故

等の現場の映像を指令基地 に伝送 して、処置の判断を確認するな どの利用について も実験的に開

始している(第3-2-3-6図 参 照)。

第3-2-3-6図

律

鶏 羅
ホス トコ/ヒ ュー タ

デー タベ ー ス セ ン ター

携帯型地図検索システムの

蜜 　
GPS受 信機(=⊇

穿

国
! ◎

瓢 、

r＼
、譜

適b嘉

ノ

認:塾 毒w喫 集

吻
・}ご'㌔ ・一ミ

ェタ

3＼

i_　

携帯型地図検索システム利用風景

ト＼

誌ト

ツ

,/〆
!＼

391一



第2章 利用者ニー ズの変化

(2)携 帯 情 報機 器 の ネ ッ トワ ー ク利 用

小 型 の携 帯 用 の端 末 を持 ち歩 いて、 どこ に いて もコ ミュニ ケー シ ョ ン を とっ た り、 ネ ッ トワー

クで提 供 され るサ ー ビ ス を利 用 した り した い とい うニ ー ズ に対 応 す るた め に、 従 来の 電 子手帳が

提 供 して い た よ うな ス ケ ジュ ー ル ・住 所 ・電 話 番 号 等 の管 理 機 能(PIM:PersonalInformation

Management機 能)に 加 え、 コ ミュ ニ ケー シ ョン機 能 を強 化 した携 帯1青報 機 器 が登 場 して きてい

る。

米国では、このような携帯情報機器 を利用す るネ ットワー クサー ビスが1994年9月 か ら始 まっ

てい る。 このサ ー ビスでは、GUI(GraphicalUserInterface)を 用 いて容易 に電子 メールを

利用 した り、着信 したメールを発信者や用件に応 じて分類 した り、他の人に転送 した りするなど

の処理ので きる機能 を用意 している。 さらに、利用者が事前に日程や予算等の情報 を入力 してお

けば、条件に合 う飛行機やホテル等の予約が自動的にで き、 また、キー ワー ド等の必要な条件を

与 えておけば、必要 な情報 をデータベースか ら一定の期間にわたって検索す ることがで きるなど、

利用者 に代 わってネッ トワーク側がサービスを代理 して提供するエージェン ト通信サービスと呼

ばれ る機能 も計画されている。このようなネ ットワークサービスの利用が可能 な携帯情報機器が、

米国で は1994年9月 に発売 されてい る。

また、我 が国で も、パ ソコン通信 と接続 してパ ソコンや他の携帯情報機器 との間で電子メール

の交換がで きる携帯型情報機器が登場す るなど、携帯可能なパー ソナル な機器をネ ットワークと

接続 して、様々な場所で利用で きる環境が整いつつある。

6グ ローバ ル化

企業 や研 究機関 の活動が国際的な広が りを見せるに伴 い、インターネ ッ ト等のグローバルな情

報通信の利用が進んでいる。 ここでは、インターネ ットを利用 した国際会議 の開催及び海外企業

とのソフ トの共同制作の事例 を とりあげる。

(1)イ ンターネ ッ トを利 用 した国際会議

6年12月7日 か ら17日 まで、三重県 の大学 の医学部 の主催で インターネッ トを利用 した「イン

ターネ ット生物医学国際会議」が開催 された、

この会議 は、研究発表の演題 の募集から、発表、詞議 までの全過程 をインターネッ トのネット

ワークを通 じて行 うもので、今回登録 された研究発表の演題の合計153の うち
、海外 か らは12か 国、

38の 研究 発表の登録 があった。10日間 の会期 中のア クセ ス数 は、世界30か 国か ら約7万 回 に及び、

活 発な詞議 が展開 された。

応募 された演題 は、WWWサ ーバ上で 公開 し、内容 を見 るためにはモザ イク等のWWWの クラ

イアン トソフ トを利 用す る。 意見、質問等は、電子メールで受 け付 け、演題 ご とにWWWサ ーバ
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一ヒで公開 し、詞議 を行 う。

発表内容には、テキス トに加えて、写真 ・CG等 の静止画、動画 を利用す ることが可能 となっ

ている。

今回の会議の効果 としては、地方都市に位置す る大学が国際会議をセ催することが 可能 とな り、

地方都市における大規模 な会議 の開催 に伴 う会議場や宿泊施設の準備等の課題 を克服で きた こ

と、開催準備にかかる時間や経済的負担等が大幅に軽減 されることにより、国際会議 をタイム リ

ーに開催 し最新の学問情報を交換で きること、情報が公開されるために、医学分野以外の人の参

加による学際的な交流が期待で きること等がLげ られて いる。
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インターネットを利用した国際会議の端末画面

(2)イ ンターネ ッ トを利 用 したソフ トの海外 との共同制作

インターネ ットを利用 して海外の企業 とソフ トの共同開発を行い、作業の効率化 ・迅速化を図

る事例が登場 している。

あるソフトウェア開発会社では、2年 か ら、米 国の ソフ トウェア開発会社 と米社の開発 した ソ

フトの日本語対応版の作成や機能拡張等 をするにあた り、 インターネ ットを利用 した共同制作過

程を導入 し、電子メールを利用 した意見や情報の交換、プログラムデータの一部のファイル転送

による相互確認等の利用を図っている。プログラムデータを郵送等 によ り交換するのに比べ、格

段に作業が迅速化されるとともに、電子メールを利用す ることによ り、電話に比べ時差に関係な

くコミュニケーションが とれるなど、国際間の共同作業に貢献 している。

現在では、共同開発の相手 も4社 に広が り、利用が拡 大 してい る。

7バ ーチ ャル化

ネ ッ トワー ク上 で の結びつ きを中心 に形成され、展開されるコミュニティや企業活動等のバー
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チャル化の例 として、複数の企業 の販売 ・製造等の組織間をネッ トワークを介 して接続 し、あた

か も単独の企業であるかのように機能させ、事業 を展開 しているバーチャル ・コーポレーション

の例 と遠隔地 とのコミュニケー ションや協同作業 を支援 するバーチャル リア リティ会議 システム

の開発事例 を紹介する。

(1)バ ーチ ャル ・コーポ レーシ ョン

米国 のあるマルチメデ ィア製品の開発会社では、 自社 の機能を開発 とマーケティングに特化さ

せ、 それ以外の製造 ・販売等の機能については、他社 との提携等 を行 い、ネ ットワークを介 して

緊密なコミュニケーションを図 り、各社の得意分野 と特色をいか した企業体(バ ーチ ャル ・コー

ポ レーシ ョン)を 形成 して事業 を展開 してい る。 これは、市場や技術の急激 な変化 に対応 してい

くためには、企業の枠 を超 えて最適な機能 とスタ ッフを柔軟 に組み合わせて、短期間に製品の開

発 と事業化を進 めることが必要になって きているためで ある。

同社では、製造はカリフォルニア州 とフロリダ州の2社 と、販売 は米 国、英 国等 の企業 と提携

している。 このような形態の企業運営で は、コミュニケーション と情報 の共有化が非常に重要に

なるため、各企業 との間では、電子メール等 を利用 して密接 な連携 を図ってお り、ATM-LAN

とISDN回 線 を接続 したデ スク トップタ イプのテレビ会議 システムの導入 も検討 されている。

(2)バ ーチ ャル リア リテ ィ会議システムの開発

遠隔地 に離れていなが ら、あたか も現実に対面 して対話をしているような感覚で会議や協同作

業がで きるバーチャル リアリティ会議 システムの開発が、㈱エイ ・ティ ・アール通信 システム研

究所 において行われている。
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このシステムでは、3地 点 間をISDN回 線で結 んで、3次 元CGを 利用 して作成 した人物 や

立体構造物の映像を リアルタイムに共有す ることによ り、あたか も同 じ場所 にいて会議 を してい

るような臨場感 を得 ることがで きるようになっている。

利用者は、センサーの組み込 まれた特殊 な手袋をはめた手を動かすことにより、立体映像化 さ

れた物体を仮想的につかんで、回転や移動 をさせた り、部品に分解 した り、組み立てた りす るこ

とができる。 これを応用 して、遠隔地間で立体構造物の3次 元映像 を共有 し、様 々な視点か ら眺

めた り、色、形、デザイン等に変更 を加えた りしなが ら、立体構造物の設計やデザ イン等 をリア

ルタイムに進めることがで きると期待され る。

また、このシステムでは、音声認識の技術 を応用 して、特定の命令 を音声で指示す ることによ

って、立体映像の移動や回転、分解や組 立てを行 うことも可能 となっている。
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395一


